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長崎市原子爆弾被爆者援護措置要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、本市に居住する原子爆弾被爆者の福祉の向上を図るため、その援護

措置について必要な事項を定めるものとする。 

（用語の意義） 

第２条 この要綱において、被爆者とは、原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律（平

成６年法律第１１７号。以下「被爆者援護法」という。）第１条に規定する者をいう。 

（介護手当付加金） 

第３条 被爆者援護法第３１条に規定する介護手当の支給を受ける者のうち当該介護手

当の支給額を超える介護に要する費用を支出しているものに対し介護手当付加金を支

給するものとし、その額は、１月につき５，０００円以内とする。ただし、介護に要す

る費用として現に支出された費用の額を超えることができない。 

（委任） 

第４条 この要綱に定めるものを除くほか、支給の申請及び方法について必要な事項は別

に定める。 

 

   附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、昭和４２年１０月１日から実施する。 

（香焼町編入に伴う経過措置及び特例） 

２ 平成１７年１月４日（以下「編入日」という。）の前日において旧香焼町の区域内に

住所を有していた者で、引き続き本市に住所を有するものについては、旧香焼町の区域

内に住所を有した日から本市に住所を有していたものとみなす。 

３ 旧香焼町の区域内に住所を有する認定被爆者については、編入日から平成２０年３月

３１日までの間、第３条の規定は、適用しない。 

４ 旧香焼町の区域内に住所を有する被爆者（以下「旧香焼町の被爆者」という。）が死

亡した場合の弔慰金の支給については、編入日から平成２０年３月３１日までの間、第

４条中「認定被爆者」とあるのは「旧香焼町の区域内に住所を有する被爆者」と、「５,

０００円」とあるのは「２０,０００円」と読み替えて適用する。 

５ 旧香焼町の被爆者については、編入日から平成２０年３月３１日までの間、第５条及

び第６条の規定は、適用しない。 

６ この要綱の規定にかかわらず、旧香焼町の被爆者（生活保護法（昭和２５年法律第１

４４号）第１５条第１項第６号の規定 による移送費の支給を受ける者を除く。）であ

って、医療機関に入院し、又は通院する場合に鉄道、船舶、バス又は航空機（以下「公

共の交通機関」という。）を利用したものに対し、編入日から平成２０年３月３１日ま

での間、居住地から当該医療機関までの間の往復運賃の実費に相当する額を支給する。

ただし、身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８号）第１５条に規定する者について
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は、当該額の２分の１に相当する額を支給する。 

７ この要綱の規定にかかわらず、旧香焼町の被爆者であって、医療機関に入院し、又は

通院する場合に公共の交通機関以外の交通機関又は交通用具を利用した者に対し、編入

日から平成２０年３月３１日までの間、通常の経路及び方法による公共の交通機関を利

用した場合の運賃に換算した額を支給する。 

８ この要綱の規定にかかわらず、旧香焼町の被爆者又はその子で、公共職業安定所等を

通じ、常用労働者として就職するものに対して、編入日から平成２０年３月３１日まで

の間、就職支度金として、旧香焼町の被爆者にあっては５５,０００円、その子にあっ

ては３０，０００円を支給する。ただし、既にこの就職支度金又は香焼町原子爆弾被爆

者等援護措置要綱（平成３年香焼町要綱第３号）を受領したことがある者に対しては、

支給しない。 

９ 前項の就職支度金を支給する場合において、他の法律等によって同様の給付金が支給

される場合であって、その支給額がこの就職支度金の金額以上の場合は、支給しないも

のとし、下回る場合は、その差額を支給する。 

   附 則 

１ この要綱は、昭和４７年７月４日から実施する。 

２ この要綱による改正後の長崎市原子爆弾被爆者援護措置要綱第２条第４号、第８条の

規定は、昭和４７年４月１日から適用する。 

３ 改正前の長崎市原子爆弾被爆者援護措置要綱の規定に基づいて、昭和４７年４月１日

からこの要綱の施行の前日までの間に支払われた第８条の規定による温泉保養所利用

補助金は、改正後の長崎市原子爆弾被爆者援護措置要綱の規定による温泉保養所利用補

助金の内払いとみなす。 

   附 則 

 この要綱は、昭和４８年４月１日から実施する。 

   附 則 

 この要綱は、昭和４９年１０月１日から実施する。ただし、第１０条第１号の改正規定

は、昭和４９年９月１日から実施する。 

   附 則 

 この要綱は、昭和５０年４月１日から実施する。 

   附 則 

 この要綱は、昭和５０年１０月１日から実施する。 

   附 則 

 この要綱は、昭和５１年４月１日から実施する。 

   附 則 

 この要綱は、昭和５１年１０月１日から実施する。 

   附 則 

 この要綱は、昭和５２年８月１日から実施する。 

   附 則 
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 この要綱は、昭和５３年８月１日から実施する。 

   附 則 

 この要綱は、昭和５４年８月１日から実施する。 

   附 則 

 この要綱は、昭和５５年８月１日から実施する。 

   附 則 

 この要綱は、昭和５６年８月１日から実施する。 

   附 則 

 この要綱は、昭和６３年４月１日から実施する。 

   附 則（平成３年５月２２日第１６２号告示） 

 この要綱は、告示の日から施行し、平成３年４月以降に係る分から適用する。 

   附 則（平成７年長崎市告示第１０４号） 

 この要綱は、平成７年４月１日から施行する。ただし、第２条の改正規定、第４条を削

る改正規定、第１０条及び第１１条の改正規定は、平成７年７月１日から施行する。 

   附 則（平成７年長崎市告示第２１７号） 

 この要綱は、平成７年８月１日から施行する。ただし、第２条第４号、第３条、第７条

及び第８条を削る改正規定は、平成８年４月１日から施行する。 

   附 則（平成１２年長崎市告示第９１号） 

 この要綱は、平成１２年４月１日から実施する。 

   附 則（平成１６年長崎市告示第５３８号） 

 この要綱は、平成１７年１月４日から実施する。 

附 則（平成１８年長崎市告示第１９９号） 

 この要綱は、平成１８年４月１日から施行し、同日以後の支給に係る介護手当付加金に

ついて適用する。 

附 則（平成１９年長崎市告示第２１４号） 

 この要綱は、平成１９年４月１日から施行し、利用開始日が同日以後の温泉保養所利用

補助金について適用する。 

附 則（平成２０年長崎市告示第２５７号） 

この要綱は、平成２０年４月１日から実施する。 

附 則（平成２１年長崎市告示第１７４号） 

この要綱は、平成２１年４月１日から実施する。 


